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令和2年度 栃木支部事業報告（概要）

１．基盤的保険者機能関係

令和2年度 栃木支部KPI
H30年度

実績

R元年度

実績

R2年度

目標

R2年度

実績

R3年度

目標

R2年度

実施状況
新型コロナによる影響

サービス水準の向上

【KPI】

① サービススタンダードの達成状況を100％とする

100% 100% 100% 100% 100%

○

② 現金給付等の申請に係る郵送化率を92.0％以上とする 83.3% 84.4% 92.0%

以上

93.7% 95.0%

○

効果的なレセプト点検の推進

【KPI】社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率について対前年度以上とする

0.347% 0.353% 0.353%

以上

0.315% 対前年度以上

△

レセプト内容点検業務を停止

（令和2年4月23日～5月31日）

レセプト内容点検員の出勤縮減（半減）

（令和3年1月19～2月28日）

柔道整復施術療養費の照会業務の強化

【KPI】柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、かつ月15日以上の施術の

申請の割合について対前年度以下とする

1.22% 1.27% 1.27%

以下

1.37% 対前年度以下

△
施術箇所3部位以上または頻回施術傾向（1ケ月あたり

10回以上）の申請者に対し照会を未実施（4、5月）

返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進

【KPI】

① 日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率を95.0％以上とする

92.98% 94.64% 95.0%

以上

95.16% 対前年度以上

○

② 返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率を対前年度以上とする 67.54% 58.68% 58.68%

以上

79.06% 対前年度以上

◎
資格点検医療機関照会業務を停止

（令和2年4月8日～5月31日）

③ 医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を対前年度以下とする 0.065% 0.051% 0.051%

以下

0.051% 対前年度以下

〇

限度額適用認定証の利用促進

【KPI】高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合を86.0％以上とする

85.6% 85.5% 86.0％

以上

85.2%

設定なし △

被扶養者資格の再確認の徹底

【KPI】被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を92.0％以上とする

88.8% 86.2% 92.0％

以上

92.18% 92.7％

以上 ○

オンライン資格確認の利用率向上

【KPI】現行のオンライン資格確認システムについて、USBを配布した医療機関における利用率を

60.0％以上とする

19.0% 61.6% 60.0％

以上

74.2%

設定なし ◎
医療機関に対する利用勧奨を停止

（4月～）

                                                                                                     ◎計画を上回る実施状況
                                                                                                     ○計画どおりの実施状況
                                                                                                     △計画を下回る実施状況
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２．戦略的保険者機能関係

令和2年度 栃木支部KPI
H30年度

実績

R元年度

実績

R2年度

目標

R2年度

実績

R3年度

目標

R2年度

実施状況
新型コロナによる影響

ⅰ）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上

【KPI】

① 生活習慣病予防健診実施率を63.1%以上とする

59.6% 62.2% 63.1％

以上

63.0% 65.6%

以上 ○
健診機関の判断による健診業務停止（５月初旬まで）

感染防止対策のための健診実施人数の制限

加入者の健診受診控え（感染危惧・事業継続を優先）

② 事業者健診データ取得率を7.7％以上とする 5.6% 5.0% 7.7％

以上

6.4% 7.8%

以上 △
健診機関の判断による健診業務停止（５月初旬まで）

感染防止対策のための健診実施人数の制限

事業主の健診実施控え（感染危惧・事業継続を優先）

③ 被扶養者の特定健診受診率を29.5％以上とする 26.3% 27.6% 29.5％

以上

23.9％ 30.5%

以上 △
支部主催の集団健診の中止（４～５月、７月より開始）

県内市町の集団健診の中止・延期（概ね７月より再開）

ⅱ）特定保健指導の実施率の向上

【KPI】 特定保健指導の実施率を22.7％以上とする

20.2% 22.7% 22.7％

以上

25.2％ 26.5％

以上 ◎ 対面による保健指導業務の中止（４～５月）

ⅲ）重症化予防対策の推進

【KPI】受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合を13.9％以上とする

9.5% 9.4% 13.9％

以上

10.1％
11.8%

以上
△

未治療者への受診勧奨の実施を延期（４～５月）

対象者の医療機関受診控え（感染危惧）

広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進

【KPI】

① 広報活動における加入者理解率の平均について対前年度以上とする

34.1% 44.6% 44.6%

以上

38.6%

設定なし △

② 全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を49.0％

以上とする

43.2% 47.1% 49.0%

以上

59.7% 60.0%

以上 ◎

ジェネリック医薬品の使用促進

【KPI】協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合を79.3％以上とする

79.6% 78.5% 79.3％

以上

80.8% 80.0%

以上 ○
医療機関、保険薬局への訪問による働きかけを停止

（4～６月）

地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度改正等に向けた意見発信

【KPI】

① 他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調整会議への支部参加率を100％とする

100% 100% 100% 100%

設定なし ○

② 「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」　などを活用した効果的な意見発信を実施

する 実施 実施 実施する 実施 実施する ○

3．組織・運営体制関係

令和元年度 栃木支部KPI
H30年度

実績

R元年度

実績

R2年度

目標

R2年度

実績

R3年度

目標

R2年度

実施状況
備考

費用対効果を踏まえたコスト削減等

【KPI】一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、対前年度以下とする －

0.0% 0.0% 0.0% 20%

以下 〇 8案件
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令和２年度事業実施状況（栃木支部） 

 具体的施策等 実施状況 

1.

基

盤

的

保

険

者

機

能

関

係 

 

 

 

 

 

１．サービス水準の向上 

お客様満足度調査を活用したサービス水準の向上に努める。 

現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダード：

10 日間）を遵守する。 

■ KPI：サービススタンダードの達成状況を 100%とする。 

■ KPI：現金給付等の申請に係る郵送化率を 92.0％以上とする 

 

【具体的取組み】 

①事務処理手順書に則った業務の標準化・効率化・簡素化を徹底し、

現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダー

ド：10 日間）を遵守する。 

②加入者からのご意見や苦情等について、迅速かつ正確に支部内で情

報共有し、更なるサービスの改善に結びつける。また、サービス水

準向上のため、お客様満足度調査の結果に沿った支部内研修を行う。 

 

③事務処理誤りを防止するため、統一的処理ルール（業務マニュアル

や事務処理手順書等）を遵守・徹底する。また、統一的処理ルール

を遵守・徹底するという意識向上や情報共有のため、毎月ミーティ

ング等を行う。 

 

 

 

 

 

 

１．サービス水準の向上 

 

 

 

■ KPI：サービススタンダードの達成状況 100% 

■ KPI：現金給付等の申請に係る郵送化率 93.7% 

 

【具体的取組み】 

①事務処理手順書に則った業務の標準化・効率化・簡素化を徹底し、

現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダ

ード：10日間）を達成した。 

②加入者からのご意見や苦情等について、迅速かつ正確に支部内で

情報共有し、サービスの改善に結びつけた。また、サービス水準

向上のため、お客様満足度調査の結果に沿った支部内研修を行っ

た。 

③事務処理誤りを防止するため、統一的処理ルール（業務マニュア

ルや事務処理手順書等）を遵守・徹底した。また、統一的処理ル

ールを遵守・徹底するという意識向上や情報共有のため、毎月ミ

ーティングを行った。 

 

＜基本方針＞ 

基盤的保険者機能を盤石なものとするため、現金給付等の業務処理の標準化・効率化・簡素化を徹底し、併せて、日々の業務量の多寡や

優先度に応じた柔軟な業務処理体制の定着を図り、業務の生産性の向上を目指す。 
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 具体的施策等 実施状況 

④加入者が申請書等を郵送で提出できるよう、加入者の立場に立った、

よりきめ細やかな電話応対・窓口応対を行う。 

 

２．業務改革の推進に向けた取組 

現金給付等の業務処理手順の更なる標準化の徹底と役割を明確にした

効率的な業務処理体制の定着により、業務の生産性の向上を目指す。 

【具体的取組み】 

①職員の知識レベルや処理速度を随時確認し、人材育成計画に基づき

業務担当ごとのユニットの編成、及び日々の業務の割振りを実施す

る。 

②毎月グループミーティングを実施し現金給付等の業務処理手順の更

なる標準化の徹底を図る。 

③経験の浅い職員に対し、OJT による研修に加え、勉強会を毎週実施

しスキルレベルの底上げを図る。 

 

３．現金給付の適正化の推進 

不正の疑いのある事案については、支部の保険給付適正化ＰＴにて議

論を行い、事業主への立入検査を積極的に行う。また、不正の疑われる

申請について重点的に審査を行う。 

傷病手当金と障害年金等との併給調整について、確実に実施する。 

【具体的取組み】 

①資格取得から請求までの期間が短期間である場合、療養担当者意見

欄、レセプト等の内容確認と併せて、年金事務所と連携のうえ、資

格取得が適正かどうかの確認を行う。 

②不正請求の疑いのある申請に対しては、保険給付適正化ＰＴにおい

て支給の適否を判断するとともに、年金事務所と連携のうえ、事業

④加入者が申請書等を郵送で提出できるよう、加入者の立場に立っ

た、電話応対・窓口応対を行った。 

 

２．業務改革の推進に向けた取組 

 

 

【具体的取組み】 

①職員の知識レベルや処理速度の棚卸を行い、人材育成計画に基づ

く業務担当ごとのユニットの編成、及び日々の業務の割振りを行

った。 

②毎月グループミーティングを実施し、現金給付等の業務処理手順

の標準化の徹底を図った。 

③経験の浅い職員に対し、OJT による研修に加え、勉強会を毎週実

施しスキルレベルの底上げを図った。 

 

３．現金給付の適正化の推進 

 

 

 

 

【具体的取組み】 

①資格取得後３ヶ月以内の傷病手当金、資格取得後６ヶ月以内の出

産手当金については、雇用契約書等を確認することにより資格取

得が適正かどうか重点的に審査を行った。 

②保険給付適正化 PT 会議については、支給の適否を適切に判断し

た。なお、立入検査の実施はなかった。 
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 具体的施策等 実施状況 

主への立入検査を行う。 

③システムで抽出される障害及び老齢年金との併給調整対象者につい

て、事務処理手順書に則り抽出後 3 カ月以内に併給調整処理を確実

に行う。 

④傷病手当金支給後の併給調整を減少させるため、同一傷病による障

害年金との併給調整及び、資格喪失後の老齢年金との併給調整に関

する広報を積極的に行う。 

 

⑤傷病手当金と労災保険の休業補償給付との適正な併給調整のため、

事務処理手順書に則った進捗管理を徹底する。また、休業補償との

併給調整に関する広報を積極的に行う。 

 

４．効果的なレセプト点検の推進 

医療費の適正化を図るために、資格・外傷・内容点検の各点検を実施

する。 

システム点検の効果的な活用や点検員のスキルアップを目指した、レ

セプト内容点検効果向上計画に基づき効果的なレセプト点検を推進す

る。 

■ KPI：社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率

について対前年度以上とする。 

（※）査定率＝レセプト点検により査定（減額）した額÷協会けんぽ

の医療費総額 

 

 

 

 

 

③システムで抽出される障害及び老齢年金との併給調整対象者につ

いて、事務処理手順書に則り抽出後 3 カ月以内に併給調整処理を

行った。 

④傷病手当金支給後の併給調整を減少させるため、同一傷病による

障害年金との併給調整及び、資格喪失後の老齢年金との併給調整

について、「納入告知書同封チラシ」および「社会保険とちぎ」

に掲載し周知を行った。  

⑤傷病手当金と労災保険の休業補償給付との適正な併給調整のた

め、事務処理手順書に則った進捗管理を徹底した。また、休業補

償との併給調整に「協会けんぽのしおり」に掲載し周知を行った。 

 

４．効果的なレセプト点検の推進 

 

 

 

 

■ KPI：査定率                               

 

栃木支部 全国 

元年度 2 年度 元年度 2 年度 

査定率（基金） 0.212％ 0.194％ 0.270％  0.233％ 

査定率（協会） 0.141％ 0.121％ 0.093％  0.085％ 

査定率（合算） 0.353％  0.315％ 0.362％  0.318％ 
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 具体的施策等 実施状況 

【具体的取組み】 

①資格・外傷点検については、システムスケジュールに基づき効率よ

く点検を実施して、加入者一人当たりの効果額は前年度を上回る額

とする。 

②内容点検については、ＰＤＣＡサイクルにより効果額向上を図り、

社会保険診療報酬支払基金の一次審査と合算したレセプト点検の査

定率（レセプト点検により査定（減額）した額÷協会けんぽの医療

費総額）について、前年度を上回る率とする。 

③効果的な内容点検を実施するための勉強会を開催するとともに、各

種研修受講後に伝達等を確実に行うことにより、点検員のスキルア

ップを図る。 

 

５．柔道整復施術療養費等の照会業務の強化 

多部位（施術箇所が３部位以上）かつ頻回（施術日数が月 15 日以上）

及び部位ころがし（負傷部位を意図的に変更することによる過剰受診）

の申請について、加入者に対する文書照会や適正受診の啓発を強化する。 

■ KPI：柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、

かつ月 15 日以上の施術の申請の割合について対前年度以下

とする 

【具体的取組み】 

①加入者への文書照会については、多部位施術（3 部位以上）または

頻回傾向施術（1カ月あたり 10回以上）の申請に対象範囲を拡大し

照会を行う。 

 

 

 

【具体的な取組み】 

①資格・外傷点検は、点検事務手順書による統一的な事務処理を行

い、効率的・効果的に点検を行った。 

 

②内容点検は、行動計画により、毎月の進捗管理の検証と対策を行

い、効果額の向上に努めた。また、ＫＰＩ達成のため、支払基金

と定期的・継続的に協議を行い連携強化を図った。 

 

③審査医師（歯科医師、薬剤師）による勉強会を定期的に実施及び

各種研修受講後の伝達も確実に行い、点検員のスキルアップを図

った。 

 

５．柔道整復施術療養費等の照会業務の強化 

 

 

 

■ KPI：柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以上、 

かつ月 15日以上の施術の申請の割合  

1.37％ 

       参考：1.27％（R元年度実績） 

【具体的取組み】 

①加入者への文書照会については、多部位施術（3部位以上）または

頻回傾向施術（1カ月あたり 10回以上）の申請に対象範囲を拡大

し照会を行った。 

照会件数：8,861 件 

参考（前年同時期：7,736 件） 
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 具体的施策等 実施状況 

②加入者への文書照会の結果、不正請求の疑いが強いものについては、

保険給付適正化ＰＴを経て、厚生局への情報提供を積極的に行う。 

 ③加入者に対し、適正な受診に関する広報を行う。 

 

 

６．あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進 

受領委任制度導入により、文書化された医師の再同意の確認を確実に

実施するとともに、厚生局へ情報提供を行った不正疑い事案については、

逐次対応状況を確認し適正化を図る。 

【具体的な取組み】 

①施術を受ける際に医師の同意書が必要である旨や受領委任の取扱規

程に示された様式使用が必要である旨を周知するため、加入者及び

施術者に対し受領委任制度実施に関する広報を行う。 

 

 

②医師の再同意の確認を徹底する審査を行い、不正の疑いがある案件

は厚生局に情報提供を行う。また、厚生局へ情報提供を行った不正

疑い事案については、逐次対応状況を確認し適正化を図る。 

 

７．返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業務

の推進 

（１）日本年金機構の資格喪失処理後２週間以内に、保険証未回収者に

対する返納催告を行うことを徹底するとともに、被保険者証回収

不能届を活用した電話催告等を強化する。 

 

 

②加入者への文書照会の結果、不正請求の疑いが強いものは、見受

けられなかった。 

③加入者への文書照会の際に同封するリーフレット等により、適正

受診における啓発を行った。 

    

６．あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進 

 

 

 

【具体的な取組み】 

①受領委任制度導入により、文書化された医師の再同意の確認を確

実に実施するとともに、医師の同意書が未添付であることが理由

で、申請書の返戻を施術者へ行う際に、医師の同意書が必要であ

る旨や受領委任の取扱規程に示された様式使用が必要である旨を

丁寧に周知した。 

②医師の再同意の確認を徹底する審査を行った。また、不正の疑い

がある案件は見受けられなかった。 

 

 

７．返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業

務の推進 

（１）日本年金機構の資格喪失処理後２週間以内に、保険証未回収者

に対する返納催告を行うことを徹底するとともに、被保険者証

回収不能届を活用した電話催告等を強化する。 
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 具体的施策等 実施状況 

■ KPI：日本年金機構回収分も含めた資格喪失後 1 か月以内の保険

証回収率を 95.0％以上とする 

 

 

 

■ KPI：医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合

を対前年度以下とする 

 

 

 

【具体的取組み】 

①広報媒体や健康保険委員研修会等を通じて、資格喪失時の保険証回

収に係る周知を行う。 

 

②資格喪失届提出時に保険証の添付がない事業所に対し、資格喪失時

の保険証回収に係る注意喚起を文書等にて行う。 

③日本年金機構への回収率向上の依頼、社会保険労務士への保険証早

期回収の依頼を引き続き行う。 

④被保険者証回収不能届受付後１週間以内に、未回収者に対し電話催

告等を行う。 

 

（２）発生した債権の早期回収に取り組むとともに、保険者間調整及び

法的手続きの積極的な実施により、返納金債権の回収率の向上を

図る。 

 

 

■KPI:資格喪失後 1か月以内の保険証回収率 

喪失年月 回収率 全国平均 

H31.4～R2.1 94.64％ 93.04％ 

R2.4～R3.3 95.16％ 92.41％ 

 

■KPI:医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合 

基金審査月 割合 全国平均 

H31.3～R2.2 0.051％ 0.082% 

R2.3～R3.2 0.051％ 0.087% 

 

【具体的な取組み】 

①「協会けんぽとちぎ」「社会保険とちぎ」等の広報媒体を活用して、

保険証回収にかかる周知を行った。また、新規適用事業所あて保

険証の適正使用にかかるチラシを 1,502 事業所に送付した。 

②保険証未回収の再催告対象者が勤務していた 825 事業所に対し

て、保険証回収にかかる注意喚起文書を送付した。 

③日本年金機構へ保険証回収の徹底及び保険証が添付されていない

場合は、被保険者証回収不能届の提出依頼を行った。 

④被保険者証回収不能届受付後 1 週間以内に、保険証の回収状況を

確認し、未回収者 676 人に対して電話催告を行った。 

 

（２）発生した債権の早期回収に取り組むとともに、保険者間調整及

び法的手続きの積極的な実施により、返納金債権の回収率の向上を図

る。 
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 具体的施策等 実施状況 

 

■ KPI：返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率

を対前年度以上とする 

 

 

【具体的取組み】 

①文書・電話・訪問による催告を強化し、返納金債権の早期回収を図

るとともに法的手続きを徹底する。 

②資格喪失後受診による返納金債権については、国保保険者との保険

者間調整を積極的に活用し、確実な債権回収を行う。 

③損害賠償金債権については、損害保険会社等に対し早期に折衝を行

い、確実な債権回収に努める。 

 

８．限度額適用認定証の利用促進 

事業主や健康保険委員へのチラシやリーフレットによる広報や、地域

の医療機関及び市町村窓口に申請書を配置するなど利用促進を図る。 

■ KPI：高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合を

86.0％以上とする 

【具体的取組み】 

①医療機関窓口への限度額適用認定申請書の設置依頼を引き続き行う

とともに、レセプト内容を分析し、限度額適用認定証の使用頻度が

低い医療機関に対しては、幹部職員が直接訪問し申請書の設置依頼

を行う。 

②医療機関や市町村の窓口担当者が制度説明を容易にできるようにす

るため、支部で作成した限度額適用認定申請に係るチラシ等を積極

的に活用する。 

 

■ KPI：返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率 

調定月 回収率 全国平均 

H31.4～R2.3 58.68％ 54.11％ 

R2.4～R3.3 79.06％ 53.40％ 

 

【具体的取組み】 

①返納金債権の早期回収のため、文書・電話による催告を強化する

とともに、法的手続きによる回収を積極的に行い、14 件実施した。         

②資格喪失後受診による返納金について、市町村国保との保険者間

調整を積極的に活用し、226 件実施した。 

③損害賠償金債権について、納付期限管理を徹底し、確実な債権回

収に努めた。 

 

８．限度額適用認定証の利用促進 

 

■ KPI：限度額適用認定証の使用割合 85.2％ 

 

【具体的取組み】 

①医療機関窓口への限度額適用認定申請書の設置依頼を行った。ま

た、規模の大きい医療機関を中心に、幹部職員が直接訪問し申請

書の設置依頼を行った。 

 

②医療機関や市町村の窓口担当者が制度説明を容易にできるように

するため、支部で作成した限度額適用認定申請に係るチラシを作

成し、医療機関へ設置依頼の際に活用した。 
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 具体的施策等 実施状況 

 

９．被扶養者資格の再確認の徹底 

被扶養者の国内居住要件等に対応した被扶養者資格再確認を確実に実

施する。 

事業所からの被扶養者資格確認リストを確実に回収するため、未提出

事業所への勧奨を行う。 

未送達事業所については所在地調査により送達の徹底を行う。 

 

■ KPI：被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を

92.0％以上とする 

【具体的取組み】 

①未提出の事業所に対して、早期に文書や電話、訪問による勧奨を行

う。 

②未送達事業所については、年金事務所から事業所情報の提供を受け、

再送付を行う。それでもなお、所在不明の事業所については、年金

事務所等へ実態調査の依頼を行う。 

 

③高齢者医療制度納付金等に係る拠出金の算定方法が毎月の加入者の

人数等に応じて算出されることから提出された被扶養者異動届につ

いては、届書の内容確認、年金事務所への引き継ぎを速やかに行う。 

④海外在住の被扶養者について、国内居住要件の特例要件に該当する

か適切に確認を行う。 

 

１０．オンライン資格確認の円滑な実施 

国全体で実施するオンライン資格確認の円滑な施行に向けて、マイナ

ンバーカードの健康保険証利用促進のための周知等を行う。 

 

９．被扶養者資格の再確認の徹底 

 

 

 

 

 

 

■ KPI：被扶養者資格確認リストの提出率 92.18％ 

 

【具体的取組み】 

①未提出の事業所に対して、２月に文書や電話による勧奨を行った。 

 

②未送達事業所については、年金事務所から事業所情報の提供を受

け、再送付を行った。それでもなお、所在不明の事業所について

は、年金事務所等へ実態調査の依頼を行い未着事業所の削減に努

めた。 

③提出された被扶養者異動届については、届書の内容確認、年金事

務所への引き継ぎを速やかに行った。 

 

④海外在住の被扶養者について、国内居住要件の特例要件に該当す

るか適切に確認を行った。 

 

１０．オンライン資格確認の円滑な実施 
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 具体的施策等 実施状況 

現在協会けんぽが独自に実施しているオンライン資格確認サービスに

ついては、引き続きその利用率向上に向けて取組む。 

■ KPI：現行のオンライン資格確認システムについて、USB を配布し

た医療機関における利用率を 60.0％以上とする 

 

【具体的取組み】 

①国全体で実施するオンライン資格確認の施行に向けて、マイナンバ

ーカードの健康保険証利用促進周知を支部広報誌等を活用し実施す

る。 

 

②USB を配付している医療機関に対し、システム機能や活用方法をま

とめたニュースレターを年に 3 回送付することで利用率を向上させ

る。 

③USB の利用環境が無くなった等、利用状況に変更があった医療機関

から USB を回収し、適切な管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ KPI：令和 2年度平均利用率 74.2％ 

  

 

【具体的取組み】 

①令和 3年 3 月よりマイナンバーカードが保険証として使用できる

ようになるため、マイナンバーカードの取得方法等についてメー

ルマガジン（R2.5、6 月号）、納入告知書同封チラシ（R3.3 月号）

にて周知を行った。 

②新型コロナウイルスの影響により、医療機関に対する利用勧奨等

について停止した。 

 

③医療機関に対し、事業終了に関する周知、USB の回収を遅滞なく

行った。 
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 具体的施策等 実施状況 

２．

戦

略

的

保
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機
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関

係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ビックデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの

提供 

「健康諸表」健康格付型バランスシート HCS ヘルシーズや PL 型健康

度判定表に加えて、事業所の健康度を見える化したツール（事業所健康

度診断シート）やインセンティブ制度の 5 つの評価指標を事業所ごとに

見える化したツール（インセンティブレポート）を活用し、保健事業の

推進や健康経営の普及促進、医療費等の適正化を図る。 

【具体的取組み】 

①健康格付型バランスシート HCS ヘルシーズや PL 型健康度判定表、

事業所健康度診断シートを活用し、とちぎ健康経営宣言を拡大する

とともに、事業主の健康づくりの取組みを強化することにより、保

健事業や健康経営を促進する。 

 

②インセンティブレポートを活用し、5 つの評価指標における事業所

の取組み状況を提供することで、事業主等の行動変容を促す。 

 

③保険者協議会において、他保険者と連携して、栃木県の健診データ

等から地域差の分析を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ビックデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データ

の提供 

 

 

 

 

 

【具体的取組み】 

①とちぎ健康経営事業所認定制度の周知により宣言事業所数が拡

大、また、事業主の健康づくりの取組みの強化に寄与した。 

「健康格付型バランスシート」2,720 件（対前年同月比+263 件） 

  「PL 型健康度判定表」319 件（対前年同月比+174 件） 

 「事業所健康度診断」628 件 

②メディア広報に関するアンケートの回答をいただいた事業所（被

保険者 10名以上事業所）へインセンティブレポートを発送した。 

 （発送件数：1,505 件） 

③医療費・特定健診等に関し、栃木県や栃木県保険者協議会と連携

しデータ分析を行い、事業主及び加入者や各保険者、関係団体に

対し情報発信を行った。 

＜基本方針＞ 

戦略的保険者機能の発揮をより確実なものとするため、保険者機能強化アクションプラン（第４期）、第2 期保健事業実施計画（デー

タヘルス計画）に基づく取組を着実に実施する。具体的には、特定健康診査及び特定保健指導の実施率の向上、コラボヘルスの推進、ジ

ェネリック医薬品の使用促進、医療費分析等に取り組むとともに、ビッグデータを活用するなどして、将来を見据えた戦略的な対応を検

討する。 
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 具体的施策等 実施状況 

２．データ分析に基づいた第 2期保健事業実施計画（データヘルス計画）

の着実な実施 

上位目標：健康経営の考え方を普及し、保健指導の徹底、健診受診率

アップによりメタボリックシンドローム該当者および予備

群に該当する者を 25%減らす。（2017 年度メタボリックシン

ドローム該当者 15.8％、予備群 13.4％から 2026 年度に向

けて該当者 11.9％、予備群 10.1％とする）～メタボリック

シンドローム起因の疾病を予防する～ 

 

（１）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上 

 

■ KPI：生活習慣病予防健診実施率を 63.1%以上とする  

事業者健診データ取得率を 7.7％以上とする  

被扶養者の特定健診受診率を 29.5％以上とする 

●被保険者（40 歳以上）（受診対象者数：214,668 人） 

 ・生活習慣病予防健診 実施率 63.1％（実施見込者数：135,454 人） 

  ・事業者健診データ  取得率 7.7％（取得見込者数：16,529 人） 

●被扶養者（受診対象者数：57,792 人） 

・特定健康診査    実施率 29.5％（実施見込者数：17,071 人）

【具体的取組み】 

①生活習慣病予防健診の受診者数増加につながるよう、各健診機関の

特徴等を分かりやすくまとめた支部独自のパンフレットを作成し健

診案内に同封する。 

②定期健康診断からの切り替えを促すことを目的に、生活習慣病予防

健診のメリットを訴えながら受診勧奨を行う。 

③生活習慣病予防健診の受診者数増加のため、健診機関毎に目標値を

２．データ分析に基づいた第 2 期保健事業実施計画（データヘルス計

画）の着実な実施 

 

 

 

 

 

 

 

（１）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上 

 

■ KPI：生活習慣病予防健診実施率 63.0％  

事業者健診データ取得率   6.4％ 

被扶養者の特定健診受診率  23.9％    

●被保険者（40 歳以上）（受診対象者数：220,808 人） 

 ・生活習慣病予防健診 実施率 63.0％（実施者数：139,038 人） 

  ・事業者健診データ  取得率 6.4％（取得数：14,088 件） 

●被扶養者（受診対象者数：57,841 人） 

・特定健康診査    実施率 23.9％（実施者数：13,806 人） 

【具体的取組み】 

①年度初めに発送する健診案内に、支部独自のパンフレットを同封

し、事業所および加入者がわかりやすいよう工夫をした。 

 

②健診機関から希望を募り、生活習慣病予防健診への切り替えを強

く訴えるような受診勧奨を実施した。 

③健診機関ごとに目標を設定し、目標を上回った場合にインセンテ
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 具体的施策等 実施状況 

設定し、健診機関による受診勧奨を促す。 

 

 

④小規模事業所の加入者個人に直接、生活習慣病予防健診の利点を伝

え、利用を促すことを目的に、個人を対象にした受診勧奨を行う。 

⑤同意書取得済み事業所の健診機関情報を再確認し、効果的に事業者

健診結果データの取得・管理を行う。また、労働局・栃木県との連

名による同意書新規取得を継続して行う。 

 

⑥被扶養者の特定健診に関しては、以下の施策により受診者数の増加

を図る。 

・市町の集団健診を最大限に活用できるよう、市町毎の健診日程を

受診券に同封するなどして周知する。 

・経済団体や市町と協力連携した集団健診等を実施する。 

・支部独自の集団健診（オプショナル健診）の場を県内全域をカバ

ーするように設け、特に未受診者の多い地域の回数を増やすこと

で受診者アップを図る。 

 

（２）特定保健指導の実施率の向上 

 

■ KPI：特定保健指導の実施率を 22.7％以上とする 

●被保険者（受診対象者数：31,130 人） 

  ・実施率 23.4％（実施見込者数：7,284 人） 

（内訳）協会保健師実施分 13.9％（実施見込者数：4,327 人） 

      アウトソース分  9.5％（実施見込者数：2,957 人） 

  

ィブを支払うことで健診機関による積極的な受診勧奨を促した。

42 機関中 36 機関がこの事業に参加し、30 機関が目標を超え、受

診者数増加に寄与した。 

④事業所への受診勧奨とは別に、小規模事業所の加入者個人を対象

にした受診勧奨を 41,058 人に実施した。 

⑤労働局・栃木県との連名通知によるデータ提供勧奨を行い、369 事

業所から新たに同意書の提出があった。さらに、昨年度まで提出

された同意書の内容確認を行い、データ作成未契約の健診機関へ

接触を図った結果、約 1,500 件のデータを新たに取得した。 

⑥新型コロナウイルスの影響はあったものの、市町の集団健診を最

大限に活用できるよう、発送する受診券に市町毎の健診日程表を

同封し案内をした。さらに、感染症の影響による年度当初の受診

者数減少を回復するため、支部主催の集団健診を昨年度より 10 回

多い 49 回実施し 3,507 人が受診した。 

 

 

 

 

（２）特定保健指導の実施率の向上 

 

■ KPI：特定保健指導の実施率 25.2％  （暫定値） 

●被保険者（受診対象者数（推計）：33,013 人） 

  ・実施率 25.8％（実施者数：8,521 人） 
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 具体的施策等 実施状況 

●被扶養者（受診対象者数：1,479 人） 

  ・実施率 7.0％（実施見込者数：104 人） 

（内訳）協会保健師実施分 3.0％（実施見込者数：44人） 

      アウトソース分 4.0％（実施見込者数：60 人） 

【具体的取組み】 

①健診機関の経営層に対し、健診当日の初回面談・分割実施への体制

整備・強化に向けた働きかけを行う。 

②健康経営の取り組みの一環としての保健指導実施が定着するよう、

対象者数の多い事業所を訪問し、事業主・経営層に働きかけを行う。 

 

③対象者に響く質の高い保健指導の実施に向けて、支部所属保健師・

管理栄養士と健診機関の保健指導担当者との意見交換の場を設け情

報共有を図る。 

 

④被扶養者の保健指導については、集団健診の機会を利用して実施で

きるよう市町・健診機関との連携を図る。また、各地域での来所相

談の場を設けるなど、対象者が利用しやすい環境を整える。 

 

（３）重症化予防対策の推進 

■ KPI：受診勧奨後 3 か月以内に医療機関を受診した者の割合を

12.9％以上とする 

 

【具体的取組み】 

①一次勧奨対象者のうち、血圧値について該当する者を対象に電話勧

奨を実施する。 

②特定保健指導の対象者のうち、医療機関への受診が必要な方に対し

●被扶養者（受診対象者数：1,315 人） 

  ・実施率 9.4％（実施者数：124 人） 

 

 

【具体的取組み】 

①企画総務部長と担当者で健診機関を訪問し、保健指導の健診当日

実施・分割実施拡大への働きかけを行った。 

②新型コロナウイルス感染症の影響で、計画していた事業所訪問は

できなかった。保健指導を案内する電話勧奨や広報で工夫し実施

事業所数の増加を図った。 

③保健師・管理栄養士の研修において、中断率低下に向けた検討を

行い実施率向上に努めた。また、エビデンスに基づいた保健指導

と対象者の行動変容を意識した事例検討を行い、保健指導の質の

向上を図った。 

④被扶養者の保健指導は、オプショナル健診当日の保健指導実施を

健診機関に働きかけた。健診機関で実施できない場合は、支部保

健師による保健指導を実施し実績につなげた。 

 

（３）重症化予防対策の推進 

■ KPI：受診勧奨後 3か月以内に医療機関を受診した者の割合 

10.1％ 

 

【具体的取組み】 

①一次勧奨通知送付後、専門業者と連携して電話勧奨を行い、受診

の必要性を訴え受診を促した。 

②対象者を確実に医療機関受診につなげられるよう、保健師・管理
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ての受診勧奨を徹底して実施する。 

 

③二次勧奨対象者への医師会との連名による文書勧奨を遅滞なく行う

と同時に、支部の保健師による電話勧奨を実施する。また、当該対

象者の現在の状況や、生活習慣病が進行した場合について解説した

チラシを同封し受診の必要性を訴える。 

④糖尿病の重症化予防、糖尿病性腎症患者への保健指導については、

栃木県糖尿病重症化予防プログラムに則り、健診データやレセプト

情報から該当者を抽出し、専門医やかかりつけ医、他の保険者と連

携して効果的に事業を進める。 

 

（４）コラボヘルスの推進 

とちぎ健康経営宣言事業所数の更なる拡大を図るとともに、事業主

が取組む健康づくりの質を向上させるため、宣言事業所に対するフォ

ローアップの強化を図る。 

【具体的取組み】 

①とちぎ健康経営宣言事業所の拡大 

・健康格付型バランスシート HCS ヘルシーズに加えて、事業所健康

度診断シートや取組みの具体策を提供する。 

・健康康経営に関する連携協定・覚書を締結している団体等と協働

した健康経営普及促進セミナーを開催する。 

②とちぎ健康経営宣言事業所のフォロー 

・他事業所の好事例や事業所健康度診断シートによる経年変化を提

供する。 

・身体活動量増加セミナー等、運動支援を実施する。 

・取組みを振り返るアンケートを実施し、1 年間の取組みの評価指

栄養士の研修で事例検討を重ね、習得した知識・スキルを保健指

導の面談において実践し、受診に結び付けた。 

③栃木県医師会の協力を得て、二次勧奨対象者へ送付する文書を栃

木支部との連名で送付し、受診の必要性を訴えた。 

 

 

④栃木県糖尿病重症化予防プログラムに則って抽出した対象者に、

糖尿病が重症化した場合の危険性を訴え、プログラム参加を促し、

5人と保健指導を開始している。 

 

 

（４）コラボヘルスの推進 

 ■ 健康宣言事業所数：997 社（R2 年度支部目標：850 社） 

   新規事業所数：287 社（R2.4 月～R3.3 月末） 

 

【具体的取組み】 

①とちぎ健康経営事業所認定制度の周知により宣言事業所数が拡大

した。 

・「健康格付型バランスシート」2,720 件（対前年同月比+263 件） 

・「PL型健康度判定表」319 件（対前年同月比+174 件） 

・「事業所健康度診断」628 件 

②健康経営宣言事業所に対し、健康づくりサポートの発信を定期的

に行った。 

  4 月：特定健診 7月：メンタルヘルス 10 月：禁煙 1月：運動 

また、外部委託により運動支援（運動不足、腰痛肩こり、リフレ

ッシュ）を行った。（9社 78 名） 
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標となる「PL型健康度判定表」を提供するとともに、経済産業省

の「健康経営優良法人認定制度」のフォローを実施する。 

③とちぎ健康経営事業所認定制度の実施 

・認定基準をチェックするシートを活用し、栃木県及び健康保険組

合連合会栃木連合会と協働し「とちぎ健康経営事業所」を認定す

る。 

④効果検証 

・アンケート及び健診結果等を集計し効果を検証する。 

 

 

３．広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進 

（１）効果的な広報活動の推進 

本部が実施する理解度調査結果を踏まえた広報を実施する。 

医療保険制度や医療保険の財政状況、医療費適正化等について、事

業主及び加入者に十分理解していただくため、分かりやすくタイムリ

ーな情報発信に努めていく。 

■ KPI：広報活動における加入者理解率の平均について対前年度

（44.6％）以上とする 

【具体的取組み】 

①定期広報誌（協会けんぽ栃木支部からのお知らせ、社会保険とちぎ）

やホームページ、メールマガジン等を活用し、医療保険制度等の広

報を実施することで、加入者の適正受診や健康づくりの理解を促進

する。 

 

 

 

 

 

③栃木県及び健康保険組合連合会栃木連合会と協働しとちぎ健康経

営事業所の認定を行った。認定事業所数 149 社  

 

 

④とちぎ健康経営宣言事業所を対象に健康づくりに関する取組み状

況アンケート（認定審査時のチェックシート）を活用し、1年間の

取組みの評価指標となる「PL型健康度判定表」を提供した。 

 

３．広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進 

（１）効果的な広報活動の推進 

 

 

 

 

■ KPI：広報活動における加入者理解率の平均 38.6％ 

 

【具体的取組み】 

①・広報計画に則って、各グループの情報を共有して効果的な広報

を実施した。 

・15 歳未満の被扶養者がいる被保険者に対し、医療保険制度の理

解促進のため、「時間内受診」、「＃8000」、「ジェネリック医薬品」

に関する圧着 DM を送付した。（30,999 件） 

・適正受診の行動を促すため、0歳児がいる家庭に対し医療費（福

祉医療助成制度）に関する情報、お薬手帳カバー（アンパンマ



機密性 2 

- 18 - 

 

 具体的施策等 実施状況 

 

②マスメディアへの情報提供により、各種メディアを通じた広報を実

施する。 

 

 

 

 

 

③事業主が情報取集のために利用する媒体についてアンケート調査を

行い、その結果から有効な媒体を活用した広報を実施する。また、

アンケート調査で、令和元年度までのメディア広報の効果を測り、

活用する媒体の見直しを行う。 

 

④YouTube 広告を活用し、ジェネリック医薬品使用促進等のインセン

ティブ制度について周知を行うことで、加入者の制度理解を促進す

る。 

 

⑤新規適用事業所や健康保険委員へメールマガジンの登録勧奨を実施

し、登録件数を拡大する。 

⑥商工会議所等、関係団体の機関誌への広報記事定期掲載を促進する。 

⑦年金事務所と連携した研修会や説明会を実施する。また、関係団体

等が開催するセミナーや研修会等で、タイムリーな広報・啓発活動

を実施する。 

⑧研修会等でのアンケート等で加入者から直接意見を聞く取り組みを

進め、いただいた意見を広報活動に反映させる。 

 

ン「＃8000」を提供した。（1,705 件） 

②下野新聞から取材を受け、記事が掲載された。 

  ・7 月 20 日 下野新聞 1面「雷鳴抄」 

   コロナ禍における健康診断の重要性について 

  ・9 月 24 日 下野新聞 論説 

   とちぎ健康経営事業所認定制度について 

   ・2月 28 日 下野新聞 日曜論壇（支部長執筆） 

   「国民皆保険を次の世代へ」 

③・被保険者 10名以上いる事業主に対しメディア広報に関するアン

ケートを行った。（回答数：1,729 名 回答率：29.9％） 

・アンケート結果に基づき、新聞広告、ホームページ、SNS を組み

合わせ、インセンティブ制度の広報を行った。 

④小児のジェネリック医薬品使用促進のため、親世代をターゲット

にした YouTube 広告を行った。 

   属性：栃木県内利用者、25～54 歳「子供なし」を除く 

   総視聴回数：122,732 回／広告表示回数 337,659 回  

視聴率：36.4％ （7 月 23 日～11月 15 日） 

⑤健康保険委員委嘱勧奨と併せてメールマガジンの登録勧奨を計画

的に行った。 

  新規適用事業所に対する勧奨 2,568 件（再勧奨含） 

  中小規模事業所に対する勧奨 8,589 件 

 令和 2年 3月末 令和 3年 3月末 

配信件数 2,396 件 5,198 件 

新規登録者数：3,406 件（R2.4 月～R3.3 月末） 

研修会、説明会等については、新型コロナウイルスの影響により

中止となった。 
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（２）健康保険委員活動の活性化 

健康保険委員の委嘱者数を拡大する。 

健康保険委員活動の活性化を図るため、研修会を開催するとともに、

広報誌等を通じた情報提供を実施する。 

■ KPI：全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所

の被保険者数の割合を 49.0％以上とする 

 

 

 

【具体的取組み】 

①被保険者 100 人以上事業所への職員による訪問勧奨を実施する。 

また、被保険者 100 人未満事業所への文書、電話及び訪問による健

康保険委員の委嘱勧奨を行う。 

②健康保険委員向け定期広報誌（協会けんぽとちぎ）を作成し送付す

る。 

③年金機構と連携し年金委員・健康保険委員の合同研修会を開催する。

また、申請書の提出先や記入例を掲載した「協会けんぽのしおり」

を作成配布し、健康保険委員の健康保険制度の理解を促進する。 

 

 

 

 

 

４．ジェネリック医薬品の使用促進 

ジェネリックカルテ等の本部作成のデータを活用し、阻害要因を洗い

 

（２）健康保険委員活動の活性化 

 

 

 

■ KPI：被保険者数の割合（カバー率）：59.7％  

新規事業所数：3,412 社 

 令和2年3月末 令和3年3月末 

カバー率 47.3％ 59.7％ 

事業所数 2,573 社 6,209 社 

【具体的取組み】 

①・職員による訪問勧奨 

新型コロナウイルスの影響により限定的に行った。 

勧奨件数 5社   

・外部業者による訪問及び電話勧奨 

勧奨件数 400 社  

  ・文書勧奨 

   新規適用事業所に対する勧奨 2,568 件（再勧奨含） 

   中小規模事業所に対する勧奨 8,589 件 

②健康保険制度の周知や医療費適正化のための広報に加え、健康コ

ラムを掲載し、職場でできる健康づくりの提案を行った。 

③申請書の提出先や記入例を掲載した「協会けんぽのしおり」を健

康保険委員に対して送付した。 

 

４．ジェネリック医薬品の使用促進 
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出す。また、洗い出した阻害要因に基づいて、医療機関・保険薬局に対

し情報提供ツールを活用した効果的なアプローチを行う。 

他の保険者等と連携し、加入者に対する効果的な働きかけを行う。 

■ KPI：協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合（※）を 79.3％以

上とする 

※医科、DPC、調剤、歯科における使用割合 

【具体的取組み】 

①ジェネリックカルテや年齢別、地域別、医療機関別の使用割合等の

データを用い支部の課題を把握し、医療機関及び保険薬局へ訪問す

ることで情報の収集を行う。 

②ジェネリック情報提供ツールを活用し、医療機関及び保険薬局へ文

書による働きかけを行う。 

また、医療機関あて情報提供文書を栃木県保健福祉部長と栃木支部

長の連名、薬局あて文書においては栃木県薬剤師会長を含め 3 者連

名で送付することにより、ジェネリック医薬品の使用促進を図る。 

 

 

 

 

③15 歳未満のジェネリック医薬品使用割合が低いことから、15 歳未

満の被扶養者がいる家庭へ、健康保険制度への財政効果や安全性な

どの情報提供を行うことで、親世代の理解を促進する。 

④栃木県薬剤師会等の関係団体と連携し、イベント等で地域における

積極的な啓発活動を実施する。 

⑤新規適用事業所や各種研修会、セミナー等でジェネリック医薬品希

望シールやリーフレット等を配布し加入者の理解を促進する。 

 

 

 

■ KPI ジェネリック医薬品使用割合 80.8％（R3.2 月分） 

 

 

【具体的取組み】 

①情報提供ツールを活用した医療機関・保険薬局訪問によるジェネ

リック医薬品の働きかけを行った。 

  医療機関・保険薬局合計：39件 （R2.4 月～9月末） 

②情報提供ツールを医療機関・保険薬局に対し送付し文書による働

きかけを行った。また患者の待ち時間等に配布してもらうため、

若年層向け及び新たな慢性疾患患者向けのチラシを提供し、加入

者のジェネリック医薬品への理解促進を行った。（R2.6 月、R3.3

月） 

情報提供ツール送付件数 

医療機関：2,789 件 保険薬局：1,557 件 

患者向けチラシ配布数 

  若年層向け：3,015 枚    慢性疾患患者向け：4,197 枚 

③15 歳未満の被扶養者がいる被保険者に対し、医療保険制度の理解

促進のため、「時間内受診」、「＃8000」、「ジェネリック医薬品」に

関する圧着 DMを送付した。（30,999 世帯）（再掲） 
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 具体的施策等 実施状況 

 

５．インセンティブ制度の着実な実施 

インセンティブレポートを活用し、制度の周知広報を丁寧に行う。 

【具体的取組み】 

①インセンティブレポートを配布し、事業主や加入者の理解を促進す

ることで、行動変容を促す。 

 

 

 

②支部広報誌、マスメディア等を活用し制度について周知する。 

 

 

 

 

６.パイロット事業 

 保険者機能の発揮による総合的な取組を推進するための提案を行う。 

【具体的取組み】 

全国展開の実現可能性を踏まえて、より質の高い事業となるよう十

分議論、精査を行った上で提案する。 

 

 

７．地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度改正等に向けた意

見発信 

（１）意見発信のための体制の確保 

（２）医療費データ等の分析   

（３）外部への意見発信や情報提供 

 

５．インセンティブ制度の着実な実施 

 

【具体的取組み】 

①被保険者 10 名以上いる事業主に対しメディア広報に関するアン

ケートを行った。（再掲） 

  回答数：1,729 名 回答率：29.9％ 

また、回答があった事業所に対し、インセンティブレポートを送

付し事業主の行動変容を促した。（1,505 件） 

②・健康保険委員向けの広報紙、ホームページによる広報に加え、

事業所訪問の際に周知を行った。 

・アンケート結果に基づき、新聞広告、ホームページ、SNS を組み

合わせたインセンティブ制度の広報を行った。 

 

６.パイロット事業 

 

【具体的取組み】 

企画総務グループ、保健グループにおいて議論を行い、提出した

「健診結果の再通知による加入者の健康へ向けた行動変容の促進」

は不採用となったが、令和 3年度の事業として行う。 

 

７．地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度改正等に向けた

意見発信 
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 具体的施策等 実施状況 

 

■ KPI：○他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調整会

議への被用者保険者の参加率を 100％とする 

○「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」

などを活用した効果的な意見発信を実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的取組み】 

①医療提供体制等に係る意見発信を行うため、他の被用者保険者との

連携を図り、地域医療構想調整会議への被用者保険者の参加率を引

き続き 100％とする。 

②協会が保有するレセプトデータ等や地域ごとの診療行為別の標準化

レセプト出現比（SCR）を分析するためのツール等を活用し、適切な

医療機能の分化・連携に向けた意見発信のための分析を行う。 

③地域医療構想調整会議等において、医療データ等の分析結果や地域

医療を見える化したデータベース等を活用し、エビデンスに基づく

意見発信等を行う。 

④医療データ等の分析結果を踏まえ、医療費の地域間格差の要因等に

 

■ KPI：地域医療構想調整会議への参加率 100％ 

調整会議名 参画状況 

栃木県県北福祉センター協議会地域医療構

想部会 

企画総務部長 

県西地域医療構想調整会議  企画総務部長 

宇都宮地域医療構想調整会議 支部長、健康保険組合連合会 

県東地域医療構想調整会議 支部長 

県南地域医療構想調整会議 健康保険組合連合会 

両毛地域医療構想調整会議 健康保険組合連合会 

 

【具体的取組み】 

①関係審議会への参画状況 

8/17 第 1回栃木県地域医療構想調整会議（支部長） 

9/17、3/8 栃木県医療審議会病床整備部会（支部長） 

9 月 第 1回宇都宮地域医療構想調整会議（書面）（支部長） 

9 月 第 1回県北地域医療構想調整会議（書面）（企画総務部長） 

9 月 第 1回県西地域医療構想調整会議（書面）（企画総務部長） 

12/8 第 2回宇都宮地域医療構想調整会議（支部長） 

1 月 第 2回県東地域医療構想調整会議（書面）（支部長） 

1 月 第 2回県北地域医療構想調整会議（書面）（企画総務部長） 

1 月 第 2回県西地域医療構想調整会議（書面）（企画総務部長） 

2/1、3/24 栃木県医療審議会（支部長） 
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 具体的施策等 実施状況 

ついて、ホームページ等により、加入者や事業主へ情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８.調査研究の推進 

本部及び支部が保有するレセプトデータ等を分析し、医療費適正化等

に向けた情報発信を行う。 

【具体的取組み】 

①事業主及び加入者へ、分析結果に基づく医療費適正化に向けた情報

発信を行う。 

②第２期保健事業実施計画の中間評価を行うため、レセプトデータ・

健診結果データを分析し、事業主及び加入者へ発信する。 

 

主な発言 

令和元年度の病床機能報告について、平均在院日数の長短によ

り、定量的あるいは定性的な算出は困難とあるが、病床機能報告で

は急性期の中に回復期が一定程度混在しているなど、現状の機能ご

との病床数の把握が難しい。例えば、平均在棟日数が 21 日を上回

る病院の急性期の中に回復期が混在している割合を定量的な基準

とする方法なども地域の実情をより正確に把握するためには有効

なアプローチだと考え、ひとつの方法として取り組むべきではない

か。 

 

８.調査研究の推進 

 

 

【具体的取組み】 

①平成 30年度医療費分析結果について、ホームページに掲載し、情

報発信を行った。 

②医療費・特定健診等に関し、栃木県や栃木県保険者協議会と連携

しデータ分析を行い、事業主及び加入者や各保険者、関係団体に

対し情報発信を行った。 
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 具体的施策等 実施状況 

３．

組

織

体

制

関

係 

 

 

○ 

 

 

１．人事制度の適正な運用と標準人員に基づく人員配置 

支部内人事ローテーションを計画的に行い、職員個々の能力を向上さ

せることにより、更なる保険者機能の発揮に向けた組織体制を整える。 

 

 

 

２．人事評価制度の適正な運用 

協会の理念の実現に向けて、組織目標を達成するための個人目標を設

定し、日々の業務遂行を通じて目標達成できる仕組みとした人事評価制

度を適切に運用するとともに、その評価を適正に処遇に反映することに

より、実績や能力本位の人事を推進する。 

 

３．ＯＪＴを中心とした人材育成 

ＯＪＴを中心としつつ、効果的に研修を組み合わせることで組織基盤

の底上げを図る。 

【具体的取組み】 

①階層、能力、経験、職場状況等に応じたＯＪＴを行い、職員個々の

能力を向上させる。 

②外部講座など、職員の研修機会を確保する。 

 ③通信講座等により自己啓発を積極的に行う組織風土を醸成する。 

 

 

 

 

 

 

１．人事制度の適正な運用と標準人員に基づく人員配置 

支部内で毎週金曜日に行われる経営会議において、本部の施策の確

認や各グループからの報告・連絡・相談を適時に協議し、日々の業務

遂行のガバナンスを確保している。また、隔週金曜に、企画保健合同

進捗会議を実施し、目標管理の徹底を行った。 

  

２．人事評価制度の適正な運用 

人事評価制度により目標の設定・管理を行い、人事評価制度の「透

明性」「公平性」「納得性」を高めるため、管理者（評価者）と職員と

の十分なコミュニケーションを図っている。 

  

 

３．ＯＪＴを中心とした人材育成 

 ・新入職員（1名）のＯＪＴ研修を実施。 

・「業務習得項目表」や「能力把握チェックシート」などの活用によ

り職員の能力を見える化し効果的に OJT を実施した。 

・研修計画に基づき支部内研修を実施し、情報の共有、職員のスキ

ルアップを行った。 

＜必須研修＞ 

個人情報保護研修、コンプライアンス研修 6、7月 

ビジネススキル研修 11、12 月 

＜基本方針＞ 

保険者機能の基盤となる組織体制について、標準人員に基づき人的資源の最適配分を行うとともに、人材育成については、OJT を中心とし

つつ、効果的に研修を組み合わせることで組織基盤の底上げを図る。 
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 具体的施策等 実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．費用対効果を踏まえたコスト削減等 

職員のコスト意識を高め、サービスの水準の確保に留意しつつ、引き

続き競争入札や消耗品の発注システムを活用した随時発注による適切な

在庫管理等により経費削減に努める。 

■ KPI：一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、対前年

度以下とする 

【具体的取組み】 

①調達見込み額が 100 万円を超える調達案件は一般競争入札に付し、

参加が予想される業者に広くＰＲを行う等周知する他、十分な公告

期間や履行期間を設定できるよう調達スケジュールを管理するな

ど多くの業者が参加しやすい環境を整備することで、一者応札とな

る入札案件を発生させない。 

②消耗品、事務用品等について適切な在庫管理を行うとともに、支部

内リサイクルを推進する。 

③調達審査委員会に付す調達案件については、調達内容、調達方法、

調達に要する費用の妥当性など調達、予算執行の適切な管理を行

う。 

④調達結果は、透明性確保のため、ホームページ等において公表する。 

 ＜伝達研修＞ 

  パワーハラスメント防止伝達研修 8 月 

  経理担当者研修 2月 

  情報セキュリティ研修 11、12 月 

  ハラスメント研修 メンタルヘルス研修 3月 

 ＜独自研修＞ 

  ロジカルシンキング研修 2 月 広報研修 3月 

 

４.費用対効果を踏まえたコスト削減等 

節電対策として、空調の徹底管理、照明の定時点灯・消灯、プリン

タの制限、ノー残業デー週 2 回実施。 

  

■KPI: 一者応札案件の割合 0 件（一般競争入札案件 8件） 

 

【具体的取組み】 

①数多くの業者が参加するよう積極的に声掛けを行い、一般競争入

札により、競争原理を働かせ、調達にかかる経費をより安価な価

格で調達を行った。 

 

 

②消耗品管理簿により適切な在庫管理を行った。また消耗品は Web

発注を徹底した。 

③調達審査委員会を計画的に開催し適切な調達を行った。 

 

 

④調達結果は漏れなくホームページにおいて公表した。 
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 具体的施策等 実施状況 

 

５．コンプライアンスの徹底 

・重点目標、活動内容など活動の指針となる年間活動計画を策定し、

進捗確認のための委員会を定期的に開催する。 

・コンプライアンス事案を審議するため委員会を必要に応じて開催

し、委員会における決定事項を確実に職員に周知する。 

・法令等規律の遵守（コンプライアンス）について、職員研修等を通

じてその徹底を図る。 

・法令遵守を組織に浸透させ、不正が発生しない組織づくりのため、

自主点検について点検方法を順守した点検を確実に行う。 

 

６．リスク管理 

・大規模自然災害や個人情報保護・情報セキュリティ事案への対応など

について、最新の防災情報等に即した各種マニュアルや計画等を支部

内に周知する。 

・情報セキュリティ対策については、CSIRT(Computer Security Incident 

ResponseTeam)において迅速かつ効率的な初動対応を行う。 

・平時から有事に万全に対応できるよう、訓練（消防、安否確認等）を

実施する。 

 

５．コンプライアンスの徹底 

 ・倫理・コンプライアンス研修の実施（6月） 

  内容：倫理、通報制度、ソーシャルメディアの私的利用などにつ

いて自席での個別研修後に確認テストを行った。 

 ・コンプライアンス委員会の開催（7回） 

内容：事務処理誤りについて、懲戒処分等について、自主点検の

実施結果について 

 

 

 

６．リスク管理 

 ・情報セキュリティ自己点検結果に基づく再点検の実施（9月） 

 ・個人情報保護研修の実施（6月） 

内容： 協会けんぽにおける個人情報保護について自席での個別研

修後に確認テストを行った。 

 ・シンクライアント端末における「機密性」表示などの取り扱いを

定め、支部内に周知した。 

 ・新型コロナウイルス対策に関する取組み 

  職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場合の対応フローを

作成（8月 5日一部改正）。 

新型コロナウイルス感染症に関する緊急連絡体制を確認するた

め、全職員に対し安否確認システムによる模擬訓練を実施（4 月

13 日）。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための職場内の遵守事項を

策定（4月 22日、5月 29 日） 
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令和２年度 保険者機能強化予算の執行状況 

１．医療費適正化等予算の執行実績 

 

２．保健事業予算の執行実績 

分野 主な取組 予算額（円） 執行額（円） 執行率

2,616,000 1,925,439 73.6%

15歳未満加入者のジェネリック医薬品使用促進のための情報提供 2,033,000 1,359,267 66.9%

医療機関を通じた、患者へのジェネリック医薬品情報提供 583,000 566,172 97.1%

10,384,000 7,707,573 74.2%

紙媒体による広報 3,259,000 2,264,567 69.5%

事業主に響く媒体でのインセンティブ制度の広報 3,869,000 3,812,538 98.5%

YouTube広告を活用した意見発信、ジェネリック等の情報提供 3,256,000 1,630,468 50.1%

13,000,000 9,633,012 74.1%

医療費適正化対策

広報・意見発信

総計

分野 主な取組 予算額（円） 執行額（円） 執行率

32,956,080 22,902,386 69.5%

被扶養者の健診未受診者を対象にしたオプショナル健診の実施等 14,087,080 10,454,181 74.2%

事業者健診結果データ取得事業 5,738,000 4,338,840 75.6%

生活習慣病予防健診 6,600,000 5,070,250 76.8%

小規模事業所に所属する被保険者への受診勧奨等 6,531,000 3,039,115 46.5%

15,998,800 7,885,970 49.3%

「特定保健指導実施件数」を報奨金の対象とする実施機関等 7,541,800 2,001,124 26.5%

未治療者受診勧奨・重症化予防対策 8,457,000 5,884,846 69.6%

4,939,000 4,050,493 82.0%

健康経営の推進 3,905,000 3,341,675 85.6%

事業所の健康度見える化ツールの提供 1,034,000 708,818 68.6%

53,893,880 34,838,849 64.6%

コラボヘルス事業経費

総計

健診経費

保健指導経費・重症化予防事業経費（その他の経費含む）


